
令和５年度 マイナンバ－カ－ド普及促進事業業務仕様書 

本仕様書は、標記業務に関し必要な事項を定めるものであり、受託者は本仕様書及び企画提案書に基づ

き業務を実施するものとする。 

 

１ 業務名 

  マイナンバ－カ－ド普及促進事業 

 

２ 業務目的 

  令和６年秋のマイナンバーカードと健康保険証の一体化による保険証の廃止を見据え、マイナンバー

カードの取得に課題がある方への普及促進を図るため、介護福祉施設・障害福祉施設等への広域的な出

張申請サポート業務や交付に係る支援などを実施する。 

 

３ 業務の基本方針  

  本業務は次の基本方針の下、実施される。 

（１）マイナンバー制度に関する各種法令の適切な理解の下、マイナンバーカードの取得に課題がある方

に対し、最大限のマイナンバーカード普及促進を目指す。 

（２）個人情報保護法（平成 15 年法律第 57 号）及び個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年 10

月 20 日条例第 38 号）に基づき、本業務に関連して知り得た申請者等個人に関する情報を保護するこ

と。 

（３）その他、関係法令及び条例等の規定を遵守すること。 

（４）上記（１）～（３）を遵守した上で、マイナンバーカードの普及促進が最大化される取組を行う。 

 

４ 委託期間 

  本事業の委託期間は、契約締結日から令和６年３月 25日までとする。 

 

５ 業務内容 

（１）業務の実施に携わる者の確保 

  業務の実施に当たり次の役割分担で職員を確保すること。 

  ア 業務統括担当者：業務全体を指揮し委託者との連絡調整及び対外的な交渉を行う力量を有する

者として、受託者における他の業務で複数の部下を有する業務のマネジメン

トを５年以上行った実績のある者を常時１名以上配置すること。 

  イ 申請サポート担当者：マイナンバー制度の内容を理解し、適切に申請サポートが行える者を業務の

実施に必要な人数配置すること。 

  ウ その他事務担当者：申請サポートの補助や申請サポートを行う福祉施設等との簡易な調整といっ

た上記ア、イの他業務の実施に必要な事務を行う者を業務の実施に必要な人

数配置すること。 

 （２）申請サポート業務の実施マニュアルの策定 

    受託者は、適切な業務実施を担保するため、マイナンバーカード申請サポートの実施に関する方

法の設計、業務手順を委託者と協議しマニュアルを委託者の承認の上策定する他、必要に応じて委

託者と協議の上、順次改訂すること。 

    なお、マニュアルの策定にあたっては、「福祉施設・支援団体の方向けマイナンバーカード取

得・管理マニュアル」を参照すること。 

    また、本業務における申請サポート業務の内容は次のとおり。 

     ①市町村職員が申請受付業務に参加しない場合 

     ・総務省が示す申請サポート方式（交付時来庁方式）で実施すること。 

     ・申請者が記載するマイナンバーカード交付申請書の記入、二次元コードの読込及び入力支援 



     ・マイナンバーカードの作成に必要な顔写真の撮影・印刷・貼付の支援 

     ・マイナンバー及び申請書 IDが不明な申請書の市町村への回付 

     ・マイナンバーカード交付までの案内 

     ・その他、申請サポート方式（交付時来庁方式）の実施に必要な事務 

②市町村職員が申請受付業務に参加する場合 

     ・総務省が示す申請サポート方式（交付時来庁方式）又は出張申請受付方式（申請時来庁方式）

で実施すること。 

     ・申請者が記載するカード交付申請書の記入、二次元コードの読込及び入力支援 

     ・マイナンバーカードの作成に必要な顔写真の撮影・印刷・貼り付けの実施 

     ・マイナンバーカード交付までの案内 

・その他、申請サポート方式（交付時来庁方式）又は出張申請受付方式（申請時来庁方式）の

実施に必要な事務 

     ・出張申請受付方式（申請時来庁方式）による、本人確認は参加市町村職員が実施する。 

 （３）申請受付に携わる者への研修の実施 

    受託者は、申請サポート業務の開始日から適切な業務執行を徹底するため、予め確保した職員に

対する他、委託期間中に新たに業務に携わる職員を確保する場合は、研修を実施し、業務の実施に

必要な知識と技術を習得させること。 

 （４）申請受付に必要な物品の調達・設置 

  ① 物品等 

次の物品等を必要数準備すること。 

消耗品以外の物品の調達は、リースやレンタルによること。（なお、リースやレンタルによる調

達が困難である場合や、購入する方が経費を削減できるような場合にはこの限りではない。） 

物品を購入した場合には、受託者において事業完了後もマイナンバーカード交付事務費補助金交

付要綱に基づく適切な管理、運用を図ること。 

・二次元コードやマイナンバーカードの ICチップが読み込み可能な情報機器等（購入する場合は

タブレット式とし本体価格が１台あたり６万円を超えないこと。インターネット通信に必要な

ネットワーク関連機器を含む。） 

・写真撮影機（購入する場合はタブレット用ウェブカメラとし、本体価格が１台あたり１万円を

超えないこと。） 

・複合機（写真のプリント及びコピー印刷ができるもの。購入する場合は本体価格が１台あたり

２万５千円を超えないこと。） 

・マイナンバーカード交付申請書郵送用封筒 

・パーティション・仕切り板・背景用スタンド等、手続支援や交付申請書貼付用写真の撮影等に

必要な物品 

・新型コロナウイルス感染症の感染予防のための手指消毒用アルコール等必要物品 

・その他本業務の実施に必要な一切の物品等 

② 情報機器等のセキュリティ対策 

 次のセキュリティ対策を講じること。 

・情報機器等は、受託者において手配するインターネット回線に接続ができるようにすること。 

・情報機器等にウイルス対策ソフトのインストール及び定期的なウイルス定義ファイルの更新を

行うこと。 

・申請者の個人及びそれに付随する情報が、他者から閲覧・利用できないような対策を講じるこ

と。特に、ブラウザのパスワード保存機能、過去の入力内容の表示機能や入力予測機能等の機

能については、全て無効化又は初期化しておくこと。 

・業務終了後、使用した情報機器等について写真や入力情報の復元ができないよう適切な処理を

講じること。 



・その他使用者の不正使用防止対策を講じること。 

 （５）介護福祉施設や障害福祉施設等への出張申請サポート業務 

次の条件でマイナンバーカードの出張申請サポートを行うこと。 

・施設からの出張申請サポートの申込を受け付けるメールアドレスを用意し、実施を希望する施設

や検討する施設に対し連絡をとれる体制を整備すること。 

・多くの施設で出張申請サポートを実施できるよう積極的な働きかけを行うこと。 

・出張申請サポートを実施する施設への事前連絡、事業説明、実施可否の意向確認及び日程の調整

を行うこと。 

・出張申請サポートを実施する施設毎に実施方法を調整すること。調整する際には、極力施設側に

負担のない方法を検討した上で、施設管理者又は施設職員と十分協議すること。 

・出張申請サポートを実施する各施設と協議の上、新型コロナウイルス感染症を含むその他感染症

等予防措置を講じること。 

・対象施設の所在数等を踏まえ、県内全域で効率的な支援が可能な体制を構築すること。 

・実施体制は委託者と協議の上、12 月上旬までに確保（確保時期は車両ごとに異なる場合もある。）

すること。 

・出張申請サポートは、原則 12 月以降の平日において 45 日以上の実施を想定すること。なお、施

設から休日での実施要望があった場合は、可能な限り休日においても実施すること。 

・出張申請サポートは、５（１）の申請サポート担当者及びその他事務担当者の２人以上（うち１

人を現場責任者とする。）の人員で運営すること。現場責任者は、業務統括責任者と連絡体制を

確保し、クレームや不測の事態に対応できるようにすること。 

・出張申請サポートの実施に当たっては、委託者と協議し、県内市町村等と連携すること。 

・出張申請サポートを行う際には、申請者の体調に配慮し、施設管理者又は施設職員の指示に従う

こと。 

・暗証番号不要のマイナンバーカード申請受付が 11月から始まる事を想定しているが、実際の開始

時期により、委託者と協議の上事業の実施期間を調整すること。 

（６）その他の施設等での出張申請サポート業務 

・（５）の施設の他、委託者から要望があった場合は、その他の施設等での申請サポート業務を 

実施すること。なお、その他の施設としては、商業施設、公共施設、地域の集会所等を想定して

いる。 

・実施に当たっての体制及び実施方法については、都度委託者と協議の上決定すること。 

・実施に当たっては、必要に応じて県内市町村等と連携すること。 

・本事業の効果が最大化するような取組があれば委託者に対し積極的な提案を行うこと。 

（７）マイナンバーカードの交付支援 

上記出張申請サポート業務により実際にマイナンバーカードの申請に至った場合の交付支援を行う

こと。 

・交付に当たっては、施設職員及び市町村担当者と連絡調整の上、可能な限り双方に負担のない形

で実施すること。 

（８）申請サポート業務等の周知 

上記申請サポート業務等の効果が最大化するよう実施内容を施設へ周知し、実施について積極的に

働きかけること。 

・周知する内容は、本業務により申請サポートの実施を希望する団体の募集、国及び市町村が行う

マイナンバーカードの普及促進に係る取組、マイナンバーカードの利便性・安全性など普及促進

に資する内容等とし、委託者と協議の上実施すること。 

（９）専用電話回線の設置 

本事業の実施に当たり、委託者との連絡、施設との調整や問い合わせに対応するため、専用電話回

線を用意すること。 



・専用電話回線の設置期間は、委託期間内において、委託者が指定する期間設置すること。 

   ・原則として平日の午前９時から午後５時までを受付可能時間とすること。 

・電話対応に当たり、疑義事項が生じた場合は、委託者と協議すること。 

 （10）その他カードの普及促進に必要な業務 

   ・業務統括責任者は、常時、委託者と連絡体制を確保し必要な打合せが行えるようにすること。 

   ・申請サポート業務の実施を委託者と共に市町村や施設等へ営業し、効果的な申請機会の獲得に努

めること。 

・各業務の実施に当たっては、最新のマイナンバーカードの普及状況を委託者から共有を受け戦略

的に実施すること。 

   ・その他、企画提案書において独自の提案や創意工夫を行うとした業務について、効果を最大化で

るように実施すること。 

 

６ 業務に関する報告 

（１）受託者は、「業務着手届」（様式１）、「業務日程表」（様式２）及び「業務実施代理人届」（様式３）

を契約の日から５日以内に委託者に提出する。 

（２）受託者は、委託者から業務の進捗状況等について報告を求められた場合は、速やかに対応する。 

（３）受託者は、業務完了後 10日以内又は令和６年３月 31日の何れか早い日までに、「業務完了報告書」

（様式４）に実績を確認できる書類又は成果品を添えて県に提出する。 

 

７ 委託業務の実施に関する経費 

（１）委託料による支出対象は、下記の経費とする。 

   ① 受託者が確保する職員に係る人件費 

   ② 業務マニュアル等作成費 

③ 申請サポート業務の実施に要する需用費（消耗品費、印刷製本費）、備品購入費、役務費（通

信運搬費）、使用料及び賃借料、委託費 

④ 申請サポート業務の実施に要する広告費（宣伝及び集客等に係る経費） 

  ※申請サポート業務によるマイナンバーカード交付件数×2,000円を上限とする。 

   ⑤ その他委託業務の実施に必要な経費 

（２）その他 

この他、委託料に関する事項は、契約書において定める 

 

８ 成果物等 

  業務の成果については、業務完了報告書（様式４）の他、以下の書類を電子媒体で提出すること。 

  ・申請サポート件数（実施個所別、申請者居住市町村別、性・年齢階級別） 

・業務マニュアル 

  ・業務日誌 

  ・業務経費支出一覧及び証拠書類 

  ・書類及びパソコン等のデータ上において、個人情報が削除されたことが分かる書類 

  

９ 受託者の義務 

（１）受託者は、業務に従事する全ての職員に対して、受託者の服務、安全衛生、災害防止に関する規則

等を順守させるとともに、本件業務実施に係る委託者の取り組む規律維持等について、委託者に協力

すること。 

（２）受託者は、業務に従事する受託者の職員について、事業主として労働法規その他関係法令に規定す

る全ての責任を負うこと。 

（３）受託者は、業務に従事する受託者の職員について、新型コロナウイルスへの感染や業務中に発生す



る恐れのある事故への補償などが必要な場合は、その責任において措置を講ずること。 

（４）受託者は、仕様書に基づくことを前提に、申請受付業務の実施方法を変更しようとする場合は、あ

らかじめ委託者の承認を得ること。 

（５）受託者は、その責めに帰するところにより、施設若しくは設備等を汚損し、損傷し、又は亡失した

ときは、委託者の指示するところにより、原状に復し、又は損害を賠償しなければならない。 

 

10 個人情報の取扱 

受託者は、「３業務の基本方針」に記載のとおり、個人情報保護法及び個人情報の保護に関する法律

施行条例に基づき、申請受付業務の実施に当たり、情報の漏えい滅失等を防止しその他情報の適切な管

理のため、必要な措置を講じるものとする。 

また、業務の全部又は一部に従事する職員は、業務に関して知り得た個人情報について、みだりに他

人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。受託者の業務期間が満了し、若しくは委託契約が

取り消され、又は本業務の業務職員の職務を退いた後においても同様とする。 

その他、別記、個人情報取扱特記事項を順守するものとする。 

 

11 その他 

（１）受託者は、業務の実施に当たっては、実施内容の詳細について事前に委託者と協議すること。 

（２）受託者は、やむを得ない事情により、本仕様書の変更を必要とする場合は、予め委託者と協議の上、

承認を得ること。 

（３）受託者は、委託料または履行期間を変更する必要があるときは委託者と協議の上、これを定めること。 

（４）受託者は、受託した業務を一括して第三者に委託し又は請け負わせることはできない。ただし、業

務の一部を効率的に行う上で必要と思われる業務については、委託者と協議の上、業務の一部を委託

することができる。 

（５）受託者は、本仕様書に定めのない事項及び本仕様書に疑義が生じた場合には委託者と協議すること。 

（６）委託者は、業務内容を変更する必要があると認めるときは受託者と協議の上、変更できる。 

（７）業務の成果等は委託者に帰属する。また、受託者は、成果品に含まれる構成素材（写真やイラスト

等）について、関連業務の範囲内で委託者が二次的著作物を作成し利用することについて許諾する。 

（８）この仕様書に定めがない事項は、委託者と受託者が協議の上決定する。 



別紙 

 

個人情報取扱特記事項 

 

 

（個人情報の漏洩の禁止） 

第１ 受託者は、この契約による業務に関して、知り得た個人情報の内容をみだりに他に漏らしては

ならない。この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。 

 

（個人情報の滅失、改ざん及び損傷の禁止） 

第２ 受託者は、この契約による業務を行うために、委託者から引き渡された個人情報を、滅失、改

ざん及び損傷してはならない。 

   

（個人情報の掲載された資料等の返還又は廃棄） 

第３ 受託者は、この契約による業務を行うため、取り扱う個人情報が必要でなくなった場合には、

委託者の指示により、速やかに個人情報の掲載された資料等を返還し又は破棄しなければならな

い。 

 

(個人情報の目的外使用の禁止) 

第４ 受託者は、この契約による業務を行うため、個人情報を取り扱う場合には、個人情報を目的外

に使用し、又は第三者に提供してはならない。 

 

(個人情報の掲載された資料等の複写又は複製の禁止) 

第５ 受託者は、委託者が承諾した場合を除き、この契約による業務を行うために委託者から提供さ

れた個人情報が掲載された資料等を、複写及び複製してはならない。 

 

（再委託の禁止） 

第６ 受託者は、委託者が承諾した場合を除き、個人情報を取り扱う業務は自らが行い、第三者にそ

の取扱いを委託してはならない。 

 

（事故発生時における報告） 

第７ 受託者は、契約による業務を行うために取り扱う個人情報の漏洩、滅失又は損傷等があった場

合には、直ちに委託者に報告するとともに、指示に従わなくてはならない。 

 

 



（様式１） 

令和○年○月○日  

 

 

長野県知事 阿部 守一 様 

 

 

（受託者） 

住所                

商号又は名称            

代表者氏名             

 

 

業 務 着 手 届 

 

 

下記のとおり業務に着手したので報告します。 

 

 

記 

 

１ 業務名      マイナンバ－カ－ド普及促進事業 

 

２ 着手年月日   令和○年○月○日 

 

３ 履行期間    令和○年○月○日から令和○年○月○日まで 

 

４ 契約金額    金       円 

 

 

 

 

 

 



（様式２） 

令和○年○月○日  

 

 

長野県知事 阿部 守一 様 

 

 

（受託者） 

住所                

商号又は名称            

代表者氏名             

 

 

業 務 日 程 表 

 

 

下記のとおり業務日程表を提出します。 

 

 

記 

 

１ 業務名   マイナンバ－カ－ド普及促進事業 

 

２ 履行期間  令和○年○月○日から令和○年○月○日まで 

 

３ 日程表 

項目 月 月 月 

    

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式３） 

令和○年○月○日  

 

 

長野県知事 阿部 守一 様 

 

 

（受託者） 

住所                

商号又は名称            

代表者氏名             

 

 

業務実施代理人届 

 

 

下記のとおり業務実施代理人を定めたので報告します。 

なお、当該代理人は当社の社員であることを誓約します。 

 

 

記 

 

１ 業務名     マイナンバ－カ－ド普及促進事業 

 

２ 履行期間    令和○年○月○日から令和○年○月○日まで 

 

３ 業務実施代理人                          

 

 

 

 

 

 



（様式４） 

令和○年○月○日  

 

 

長野県知事 阿部 守一 様 

 

 

（受託者） 

住所                

商号又は名称            

代表者氏名             

 

 

業務完了報告書 

 

 

下記のとおり業務を完了したので、その実績について報告します。 

 

 

記 

 

１ 業務名     マイナンバ－カ－ド普及促進事業 

 

２ 履行期間    令和○年○月○日から令和○年○月○日まで 

 

３ 完了年月日   令和○年○月○日 

 

４ 契約金額    金         円 

 

５ 業務内容 

 

６ 添付書類 

実績を確認できる書類、成果品 


